
退職代行サービス完全ガイド
価格・確実性・手間の3軸マトリクス分析による最適選択術
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1. はじめに - 退職代行サービスの現状と
本記事の目的

近年、退職代行サービスの利用者数は着実に増加しており、2024年上半期には

23.2%の企業が従業員の退職代行利用を経験しています。これは2019年以前の

15.7%から大幅に増加した数値であり、現代の労働環境における新しい課題と

なっています。

退職代行サービスは、本人に代わって会社に退職の意思を伝えるサービスです

が、運営形態や料金体系が多様化しており、利用者にとって最適な選択が困難

になっています。本記事では、「価格」「確実性」「手間」の3軸でマトリクス分



析を行い、初心者から上級者まで、あらゆるレベルの方が自分に最適なサービ

スを選択できるよう包括的に解説します。

本記事の特徴

2025年最新の料金相場と市場動向を反映

実際のトラブル事例と対策法を詳細解説

運営形態別の法的権限の違いを明確化

レベル別の具体的なおすすめサービスを提示

2. 退職代行サービスの基本知識

2.1 退職代行サービスとは

退職代行サービスとは、労働者本人に代わって会社に退職の意思を伝え、退職

手続きをサポートするサービスです。パワハラ、長時間労働、人間関係の悪化

などで直接退職を申し出ることが困難な場合に利用されます。

2.2 運営形態による分類

民間企業

1〜5万円

退職意思の伝達のみ

交渉権なし

労働組合

2.5〜3万円

団体交渉権あり

条件交渉可能

弁護士

5〜10万円

法的業務全般

訴訟対応可能

2.3 成功率の実態

多くの退職代行サービスが99〜100%の成功率を謳っていますが、これは「退

職の意思を伝えることができた」という意味であり、必ずしも「希望通りの条

件で退職できた」ことを意味しません。成功率の定義を正しく理解することが

重要です。

3. 3軸マトリクス分析（価格・確実性・手
間）



退職代行サービスを選択する際の3つの重要な軸について、各運営形態を客観

的に分析します。

運営形態 価格 確実性 手間 総合評価

民間企業
高

(1〜5万円)

低

(意思伝達のみ)

高

(簡単・迅速)
初心者向け

労働組合
高

(2.5〜3万円)

高

(交渉権あり)

高

(バランス良好)
最推奨

弁護士
低

(5〜10万円)

最高

(法的対応)

中

(時間要する)
上級者向け

3.1 価格軸の詳細分析

民間企業（コストパフォーマンス重視）

基本料金：1〜5万円（平均2.5万円）

追加費用：基本的になし

後払い対応：一部サービスで可能

返金保証：多くのサービスで提供

労働組合（バランス型）

基本料金：2.5〜3万円（最も安定）

追加費用：交渉業務も含む

コストパフォーマンス：最も優秀

支払い方法：前払いが基本

弁護士（高品質・高価格）

基本料金：5〜10万円

追加費用：訴訟時は別途必要

法的保護：最も強力



時間単価：高額だが専門性が高い

3.2 確実性軸の詳細分析

確実性は単純な成功率だけでなく、以下の要素を総合的に評価する必要があり

ます：

退職実現率：実際に退職できる確率

希望条件達成率：有給消化、退職日調整などの希望が通る確率

トラブル回避率：会社とのトラブルを避けられる確率

アフターサポート：退職後の相談対応の充実度

3.3 手間軸の詳細分析

申込みの簡単さ

民間企業：★★★

労働組合：★★☆

弁護士：★☆☆

対応スピード

民間企業：★★★

労働組合：★★★

弁護士：★★☆

必要書類

民間企業：★★★

労働組合：★★☆

弁護士：★☆☆

4. 運営形態別の詳細比較

4.1 民間企業運営の特徴

メリット

料金が比較的安い（1〜5万円）

申込みから実行まで迅速

24時間対応が多い

LINEで手軽に相談可能

デメリット・注意点

会社との交渉権がない（非弁行為のリスク）



有給消化の交渉ができない

退職条件の調整が困難

会社が拒否した場合の対応力が限定的

4.2 労働組合運営の特徴

メリット

団体交渉権により会社と直接交渉可能

有給消化、退職日調整が可能

料金が適正（2.5〜3万円）

法的根拠があり安心

未払い賃金の交渉も可能

デメリット・注意点

法律相談や訴訟対応は不可

組合加入の手続きが必要な場合あり

弁護士ほどの法的専門性はない

4.3 弁護士運営の特徴

メリット

法的業務全般に対応可能

損害賠償請求への対応

訴訟になった場合も安心

法律に基づいた最適なアドバイス

複雑な労働問題にも対応

デメリット・注意点

料金が高額（5〜10万円）



手続きに時間がかかる場合がある

簡単な退職には過剰なスペック

相談料が別途かかる場合あり

5. レベル別おすすめサービス

5.1 初心者向け（とりあえず辞めたい方）

推奨：労働組合系サービス

料金目安：25,000〜30,000円

理由：価格と機能のバランスが最も良く、交渉権もあるため安心して利

用できます。

おすすめサービス：

退職代行ガーディアン（東京労働経済組合）

退職代行ニコイチ（実績15年、成功率100%）

退職代行Jobs（労働組合連携）

5.2 中級者向け（条件交渉も重視する方）

推奨：実績豊富な労働組合系または弁護士監修サービス

料金目安：30,000〜50,000円

理由：有給消化、退職金、未払い残業代などの交渉も重視する場合に最

適です。

おすすめサービス：

退職代行OITOMA（労働組合、即日対応）

退職代行モームリ（後払い可能、実績4万件）

退職代行Jobs（弁護士監修、労働組合連携）



5.3 上級者向け（法的リスクを重視する方）

推奨：弁護士運営サービス

料金目安：50,000〜100,000円

理由：パワハラ、違法労働、損害賠償のリスクなど、法的問題が関わる場

合に必須です。

おすすめサービス：

弁護士法人みやび（労働問題専門）

アディーレ法律事務所（全国対応）

フォーゲル綜合法律事務所（退職代行特化）

6. 主要サービス一覧と特徴

サービス名 運営形態 料金 特徴
成功

率

退職代行ガーディ

アン
労働組合 29,800円

東京労働経済組合運営、確実性

重視
100%

退職代行ニコイチ 民間企業 27,000円
業界最長15年の実績、18,400

人利用
100%

退職代行Jobs
民間+労働組

合
27,000円 弁護士監修、労働組合連携 100%

退職代行OITOMA 労働組合 24,000円 即日対応、全額返金保証 100%

退職代行モームリ 労働組合 22,000円 後払い可能、実績4万件以上 100%

弁護士法人みやび 弁護士
55,000

円〜
労働問題専門、法的対応万全 100%

退職代行EXIT 民間企業 20,000円 知名度抜群、メディア露出多数 100%

辞めるんです 民間企業 27,000円 後払い対応、実績1万件以上 100%



7. 利用の流れと必要書類

7.1 基本的な利用の流れ

Step 1：相談・申込み

無料相談（LINE、電話、メール）で状況をヒアリング。サービス内容と料

金を確認後、正式申込み。

Step 2：料金支払い

銀行振込、クレジットカード、後払いなど。支払い確認後、詳細ヒアリン

グシートに記入。

Step 3：退職代行実行

指定日時に退職代行業者が会社に連絡。退職の意思と必要な交渉を実施。

Step 4：退職手続き

退職届の提出、貸与物の返却、必要書類の受け取りなど。基本的に郵送で

完結。

Step 5：退職完了

離職票、源泉徴収票などの受け取りを確認して手続き完了。アフターフォ

ローも提供。

7.2 必要書類と事前準備

事前に用意する書類

本人確認書類（運転免許証、パスポートなど）のコピー

雇用契約書（労働条件を確認するため）

給与明細（直近3ヶ月分）

有給休暇残日数の確認



会社貸与物のリスト

退職後に受け取る書類

離職票（失業保険申請に必要）

源泉徴収票（年末調整・確定申告に必要）

雇用保険被保険者証

年金手帳（会社保管の場合）

退職証明書（必要に応じて）

8. トラブル事例と対策

8.1 よくあるトラブル事例

会社側のトラブル

退職を認めない・引き延ばしを図る

有給消化を拒否する

損害賠償を請求すると脅す

退職代行業者との交渉を拒否する

必要書類の交付を拒む

業者側のトラブル

料金支払い後に連絡が取れなくなる

交渉権がないのに交渉を行う（非弁行為）

追加料金を請求される

個人情報の管理が不適切

アフターフォローが不十分

8.2 トラブル回避のための対策



業者選定時のチェックポイント

運営実績：設立年数と実際の退職代行件数を確認

法的根拠：労働組合認定番号や弁護士資格を確認

料金体系：追加料金の有無を明確に確認

返金保証：失敗時の返金条件を確認

口コミ評価：実際の利用者の評価をチェック

会社とのトラブル対策

事前準備：労働条件や有給残日数を正確に把握

証拠保全：パワハラや違法労働の証拠を収集

交渉権確認：業者の交渉権を事前に確認

法的サポート：必要に応じて弁護士に相談

8.3 実際の失敗事例と学習点

事例1：民間業者で有給交渉が失敗

民間企業の退職代行を利用したが、交渉権がないため有給消化の交渉がで

きず、結局自分で会社に連絡することになった。

学習点：有給消化を希望する場合は労働組合系以上のサービスを選択す

る。

事例2：悪質業者による詐欺被害

料金支払い後に業者と連絡が取れなくなり、退職代行が実行されなかっ

た。返金も受けられない状況。

学習点：実績と運営会社の信頼性を十分確認し、口コミや評価をチェック

する。



9. よくある質問

Q1: 退職代行は違法ではないのですか？

A: 適切な資格を持つ業者（労働組合、弁護士）であれば違法ではありま

せん。ただし、民間企業が会社と交渉を行うと非弁行為となる可能性が

あります。

Q2: 本当に即日退職できますか？

A: 法的には2週間の予告期間が必要ですが、有給消化や会社の合意により

実質的な即日退職は可能です。ただし、業務の引継ぎ等で調整が必要な場

合もあります。

Q3: 会社から損害賠償請求される可能性はありますか？

A: 通常の退職であれば損害賠償請求が認められることはほとんどありま

せん。ただし、機密情報の持ち出しや重大な契約違反がある場合は注意

が必要です。

Q4: 転職活動に影響しますか？

A: 退職代行の利用自体は転職先にバレることは基本的にありません。た

だし、前職との関係悪化により推薦状が得られない等の影響は考えられ

ます。

Q5: アルバイトやパートでも利用できますか？

A: はい、雇用形態に関係なく利用できます。多くのサービスでアルバイ

ト・パート向けの料金プランも用意されています。

10. まとめ



退職代行サービスは現代の労働環境における有効な選択肢の一つですが、「価

格」「確実性」「手間」の3軸を総合的に判断して選択することが重要です。

最適な選択のための基本原則

1. 初心者の方：労働組合系サービス（ガーディアン、OITOMA等）が最

もバランスが良い

2. 条件交渉重視：実績豊富な労働組合系または弁護士監修サービスを選

択

3. 法的リスクあり：迷わず弁護士運営サービスを利用

4. コスト重視：民間企業系でも信頼できる実績のあるサービスを選択

注意すべきポイント

安さだけで選ばず、必ず運営形態と権限を確認する

口コミや実績を必ずチェックし、信頼性を確認する

追加料金や返金条件を事前に明確にしておく

必要に応じて複数のサービスに相談し、比較検討する

退職代行サービスは適切に活用すれば、ストレスフルな退職を円滑に進める強

力なツールとなります。本記事の分析を参考に、あなたの状況に最適なサービ

スを選択し、新しいスタートを切っていただければと思います。

最後に：退職代行はあくまで手段の一つです。可能であれば直接的なコミ

ュニケーションで解決することが理想ですが、それが困難な状況であれ

ば、適切なサービスを選択して活用することをお勧めします。


